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上記のような方策を推進することで、以下につなげていく。

・ 国民の安定的な資産形成を支え、「貯蓄から投資への流れ」を進めることで、経済の好循環に貢献

【アベノミクスの実現への貢献】

・ 地域金融機関と相互に強みを活かしあい、協力し、補い合うことで、地域住民への質の高い金融サービスを提供

【地方創生への貢献】

・ 「本邦最大級の機関投資家」であることや、郵便局ネットワークを活用したビジネスなどを通じて、企業として市場

からの評価を高める 【上場の成功】

○ 中期経営計画（平成27年４月）に記載されている「ゆうちょ銀行」の様々な方策を大きく分類

すると、以下の３つの方向性となる。

２．郵便局ネットワークを活用した優れた金融商品の販売

３．地域金融機関との連携

１．資金運用・リスク管理の高度化
・ 「本邦最大級の機関投資家」として、適切なリスク管理の下で、運用の多様化を推進し、安定的収益を確保

・ 郵便局ネットワークを通じた顧客との接点を最大限活用

・ 簡明でわかりやすい商品の組成に向けた体制を整備し、迅速な商品導入を目指す

・ 郵便局ネットワークを活用した提携戦略の推進

・ 地域金融機関の顧客に対し、当行のATMネットワークを幅広く利用いただくための取り組みを推進

中期経営計画に示されている「ゆうちょ銀行」のビジネスモデルの方向性
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１．資金運用・リスク管理の高度化 ①

2※「日銀当座預金等」には日銀当座預金、譲渡性預け金、コールローン、債券貸借取引支払保証金等。

ゆうちょ銀行の収益構成

（出典）ゆうちょ銀行ＩＲ資料より作成

総資産の内訳

市場運用等収益

19,276億円
92.8％

役務取引等収益

1,194億円 5.7

％

その他

311億円 1.5％

○ ゆうちょ銀行は、収益の92％を資金運用から得ており、運用とリスク管理を高度化し、安定的な

収益を確保していくことが重要。

【中期経営計画】

・ 安定的な調達構造の下、国債をベースとしつつ、一層の運用収益を求めて、運用戦略を高度化

・ 適切なリスク管理の下、国際分散投資を加速し、サテライト・ポートフォリオ（※）を拡大

・ 運用戦略の高度化に向けた態勢整備

（参考）市場運用担当者を公募採用、執行役副社長に選任

２７年３月期

経常収益
20,782億円
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有価証券

178.2兆円
91.6%

有価証券
156.2兆円

75.0%

27年３月期

総資産
208.2兆円

（※）社債、外国証券、株式等の資産ポートフォリオ

22年３月期

総資産
194.7兆円
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１．資金運用・リスク管理の高度化 ②

従来より運用が可能な資産 民営化後認められた資産 現在認められていない資産

・国債、地方債

・社債

・外国債（国債、上場法人債等

に限る）

・地公体への貸付

・国債先物取引

・譲渡性預金証書、ＣＰ

・日銀当座預金への預入

等

・シンジケートローン（参加型）

・株式・信託受益権

・外国債（左記以外のもの）

・貸出債権の取得等

・金利スワップ取引等

等

・不動産投資信託（REIT）

・通貨先物

・ファンドへの出資の一部形態

等

○ ゆうちょ銀行は、運用対象資産の拡大を通じ、資産運用の多様化を進め、収益性の

向上を目指してきている。

ゆうちょ銀行における運用対象資産の状況
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（参考）ゆうちょ銀行の規模
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〇 ゆうちょ銀行の資産規模（209兆円）は極めて大きく、運用資産の市場規模との関係を踏

まえると、 資産の機動的な組替えや運用の高度化の制約となる。

【日本郵政公社の業務等の承継に関する実施計画に対する郵政民営化委員会意見（19年6月8日）】

・ 金融二社については、資産負債総合管理の観点等から、肥大化したバランスシートの規模を縮

小し、資産効率を重視した経営を行う必要がある。

市場運用資産残高（有価証券＋金銭の信託）

（兆円）

総資産：209兆円 （27年6月末）

（注）日銀当座預金等は、日銀当座預金、譲渡性預け金、コールローン、債券貸借取引支払保証金等。

地方債・社債 16兆円

純資産 12兆円

国債 102兆円（49%）

○ 国債金利 （2015年９月９日）

・１０年国債 ： 0.359％
・ ５年国債： 0.070％
・ ４年国債 ： 0.045％
・ ３年国債 ： 0.018％
・ １年国債 ： 0.002％

その他の資産 5兆円

貯金 178兆円（85%）

・通常貯金金利 ： 0.030％
・定額貯金金利（3年以上) ： 0.040％

（参考）預金保険料率： 0.042％

その他の負債 19兆円

日銀当座預金等 45兆円

・日銀当座預金利率：0.1％

外国証券 37兆円金銭の信託
4兆円

（出典）各社27年3月期ＩＲ資料



（参考）国債金利ざや、有価証券運用利回り
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国債金利、ゆうちょ銀行の貯金金利の推移

定額貯金の平均預入期間約3.7年に預金保険料率

を加えた値と、平均預入期間と同程度の期間の国債

金利の推移を比較

平均残高 利回り

ゆうちょ銀行 １６０．１兆円 １．１４％

三井住友信託銀行 ５．０兆円 １．７４％

農林中央金庫 ５６．７兆円 １．９５％

（参考）有価証券運用利回り（27年3月期）

（出典）各社ＩＲ資料

○ 国債金利ざやは、縮小している。
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（出典）日本銀行、ゆうちょ銀行公表資料及び預金保険機構「預金保険機構年報」より作成
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（参考）国内貸出市場の低収益性（全国銀行）

(倍)
総資金利ざや（国内業務部門）

（単位：％）

（出典）東京証券取引所「規模別・業種別ＰＥＲ・ＰＢＲ」より作成
（注１）ＰＢＲ（株価純資産倍率）＝株価／一株当たり純資産。東証一部、単純平均
（注２）運輸業は、陸運、海運、空運、倉庫・運輸関連業の単純平均
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ＰＢＲ（株価純資産倍率、27年７月末）

○ 低金利環境下、国内における貸出業務は、利ざやが縮小し、収益性が著しく低下。

○ 銀行業のＰＢＲ（株価純資産倍率）は、他業態に比べ低い水準にあり、株式時価総額は

純資産額を下回る。

26年3月期 27年3月期

三菱東京ＵＦＪ銀行 ▲０．０３ ▲０．０６

三井住友銀行 ０．４４ ０．５２

みずほ銀行 ▲０．００ ▲０．０７

地銀平均 ０．２４ ０．２１

第二地銀平均 ０．３１ ０．１８

（出典）各社ＩＲ資料及び全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析」
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（参考）国内貸出市場の低収益性（地域銀行）

【金融庁「金融モニタリングレポート」（27年７月）】

○ 貸出金利回りの低下により、貸出に関する収益性は全体として低下が継続。

○ 金利低下に応じ、比較的利回りの高い貸出が順次償還され、低金利の新規貸出に置き換わる

傾向。この傾向が続くと仮定し将来（2018年3月期）の経常利益を機械的に試算すると、２割程度

の地域銀行が現状（2014年3月期）の半分以下の水準に。

（出典）日本銀行
（注）18/3経常利益（試算値）の14/3経常利益に対する

増減率の分布状況

【地方銀行の貸出約定平均金利の推移】 【地域銀行の経常利益の増減率の分布（試算）】
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（出典）金融庁「金融モニタリングレポート」（2015年７月）

【地域銀行の貸出金利回り等の推移】
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（出典）金融庁「金融モニタリングレポート」（2015年７月） （試算の前提条件）
①今後の新規約定金利、新規貸出取組高及び貸出金残高は

過去３か年の平均的なペースで増減すると仮定。
②過去の貸出金が償還・返済され、新規の貸出金に置き換わ

る際、償還・返済される貸出金の金利水準は、２年前の新規
約定金利と仮定。



8

○ 日本郵政グループ最大の資産である郵便局ネットワークの価値を上げるためには、地域

住民の利益となる最善の商品・サービスを郵便局が提供することが重要。

○ 郵便局ネットワークを通じて、分散投資型の投資信託など、顧客の立場に立った良質な

金融商品を販売すれば、国民の長期・安定的な資産形成に資するとともに、郵便局におい

ても安定的な手数料収入の確保が期待できる。

【中期経営計画】

・ 商品・サービスの充実、収益拡大

提携金融サービスの多様化により収益拡大 （2013年度41億円 ⇒ 2017年度200億円規模）

【日本郵政グループ資料（27年８月27日）】

・ お客さまの多様なニーズに対応した資産運用商品の拡充

２．郵便局ネットワークを活用した優れた金融商品の販売 ①

（出典）各社ＩＲ資料及び各業界団体の公表資料より作成

(店舗)

（注）出張所を含む。なお、ゆうちょ銀行は、代理店も含む。

国内の店舗数比較（２７年３月末）

ゆうちょ銀行 ３メガ平均
地方銀行平均

（64行）
第二地方銀行平均

（41行）
信用金庫平均

（267金庫）
信用組合平均

（154組合）

24,167 750 117 75 28 11



○ ゆうちょ銀行、日本郵便、三井住友信託銀行及び野村ホールディングスによる、投資信託

資産運用会社の共同設立

【業務提携プレスリリース（27年７月22日）】

・ 三井住友信託銀行及び野村ホールディングスは、アセットマネジメント分野におけるノウハウ等を新

会社に提供し、ゆうちょ銀行及び日本郵便は、全国の個人のお客さまから、きめ細かく・直接に把握した

資産運用ニーズ等を新会社に詳細・迅速に提供

⇒ お客さまのニーズ等に合った、お客さま本位の簡単で分かりやすい商品を、ゆうちょ銀行と郵便局

のネットワークを通じて幅広く・迅速にご提供

⇒ お客さまの真のご意向に応えた長期安定的な資産形成をお手伝い

9

２．郵便局ネットワークを活用した優れた金融商品の販売 ②

（注）投資信託の資産運用会社を設立した場合、販売手数料に加え、運用管理手数料（受託会社（信託銀行）分を除く）についても、

資産運用会社を通じ得ることが期待できる。

【日本郵政グループ資料】

・ 簡明でわかりやすい投信商品の組成に向けた体制整備・迅速な商品導入

⇒ 三井住友信託銀行・野村ホールディングスとの業務提携（2015.7）

・ 新しい資産運用会社の準備会社を上記２社が設立（2015.8）。準備が整い次第、ゆうちょ・日本郵便が

出資予定（資本金： 5億円 出資比率：ゆうちょ 45％、日本郵便 5％）。

・ 新会社による投信商品販売を2016年2月に開始予定。

・ 今後、同社で組成した商品について、当行と郵便局のネットワークを通じて、幅広く・迅速に提供していく

ことを目指す。



○ 全体で２４，１６７店舗（直営店+郵便局）あるうち、投資信託取扱店舗は現在１，５４９店舗。

預貯金残高に対する投資信託販売純資産残高の割合も、民間金融機関に比べ低い。

10

投資信託販売純資産残高／預貯金残高

（出典）27年3月期各社ＩＲ資料

２．郵便局ネットワークを活用した優れた金融商品の販売 ③

預貯金残高
（Ａ）

投資信託販売
純資産残高

（Ｂ）
Ｂ／Ａ

 ゆうちょ銀行 １７８兆円 １１，１８７億円 ０．６３％

 三井住友銀行 １０５兆円 ３０，８００億円 ２．９３％

 横浜銀行 １２兆円 ６，１８５億円 ５．１５％
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（参考）日米の個人金融資産比較

ポートフォリオ比較

＜27年3月末時点＞

個人金融資産の推移

（出典）日本銀行、FRB ※1ドル=120.1円（27年3月末）で換算

（出典）日本銀行、FRB
（合計 1,708兆円） （合計8,333兆円相当）

日本 米国

単位：％

〈有価証券〉
株式・出資金

34.3
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12.9
債券
4.5

現預金
13.3

〈有価証券〉
株式・出資金

10.8
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5.6
債券
1.6

現預金
51.7

保険・年金
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26.0

保険・年金
準備金
32.1

○ 日本の個人金融資産の伸びは、米国に比べ限定的。

○ 個人金融資産の内訳は、米国に比べ現預金の割合が大きく、有価証券の割合が小さい。
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（注） 各計数は、毎年同額を投資した場合の各年末時点での累積リターン。

株式は、各国の代表的な株価指数を基に、市場規模等に応じ各国のウェイトをかけたもの。

債券は、各国の国債を基に、市場規模等に応じ各国のウェイトをかけたもの。

Ｃ：国内・先進国・新興国の
株・債券に1/6ずつ投資
101.3%
[年平均 4.8%]

Ｂ：国内の株・債券に半分
ずつ投資
34.2%
[年平均 1.6%]

Ａ：定期預金
1.7%
[年平均 0.1%]
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（参考）グローバルな分散投資

12
（出典）bloomberg
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（参考）投資信託の販売状況

【金融庁「金融モニタリングレポート」】

○ 「安全性の高さ」を重視する顧客が多い一方、実際の売れ筋商品はリスクの比較的高い商品が

主流。販売会社の中には、分散投資を推奨すべく、コンサルティング営業に注力し、バランス型商

品が売れ筋に挙がる先もある。

○ 投資信託の平均保有期間をみると、ここ数年の短期化傾向は止まったが、依然として２年程度の

短い期間で推移しており、短期間での乗換え売買が続いている様子がうかがわれる。

○ 販売手数料率の平均値は、複雑な仕組みの投資信託の販売が増えていることを背景として、

年々上昇傾向にある。

【日本の販売手数料率推移（残高加重平均）】 【米国の販売手数料率推移（残高加重平均）】
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【投資信託全体の平均保有期間の推移】
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（出典）投資信託協会



〇 顧客のトータルな資産形成、銀行の収益の多様化等の観点から、総預かり資産に着目。

【中期経営計画】

・ 総預かり資産・役務手数料の拡大により、収益を増強

【日本郵政グループ資料】

・ 総預かり資産の拡大 － 将来に亘る安定的な顧客・収益基盤を確保
・ 役務手数料の拡大 － 資産運用商品、ＡＴＭ、クレジットカード等の成長期待分野を拡大

（手数料収入）

（手数料収入）

（参考）総預かり資産に着目した経営

〈貯金〉

※市場で運用

〈投資信託・
保険商品〉

〈貯金〉 〈投資信託・保険商品〉
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総預かり資産

（注）３メガ銀行等は、中期経営計画の財務目標を、資産規模ではなく、リスク資産当たり利益率等に置いている。



３．地域金融機関との連携

15

〇 人口減少等が進む中で、地域における金融サービスを維持していくことは、日本郵政・

地域金融機関双方にとっての大きな課題。連携は、双方の利益になるとともに、地方創生

にも資する。

【日本郵政グループ資料】

・ 地域金融機関との連携を図ることで、地域経済の活性化に貢献

【ゆうちょ銀行と民間金融機関の提携案】

ゆうちょ銀行の提案 民間金融機関の提案

・ ATM連携のさらなる強化

・ 共同ATMの設置

・ 地方創生・地域活性化のためのファンドの

共同組成

・ 郵便局への代理店業務の委託

・ 地域の高齢者の見守りサービスの協力

・ 中小企業に対するシンジケート・ローンを通じ

た協調融資

・ ATM提携のさらなる強化

・ 地方創生・地域活性化のためのファンドへの
出資

・ グループ外金融機関からの商品販売受託の
強化



（参考）ゆうちょ銀行と民間金融機関のこれまでの提携
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・ ATM提携（約1500社の金融機関と提携済）

・ ATM運用管理の共同化（ATMメンテナンスの代行サービス）

・ ゆうちょ銀行の全銀システムへの接続

・ ゆうちょ銀行による民間金融商品の販売（投資信託・住宅ローン・変額年金保険等）

・ シンジケート・ローンへの参加

・ 投資信託資産運用会社の共同設立

・ 農協・漁協による簡易郵便局業務の受託



（参考）地域金融機関との連携案 ～ 地域活性化ファンド

中小企業等

出資出資

融資・助言

専門家派遣
ファンド運営

地域活性化ファンド

地域金融機関ゆうちょ銀行

地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）

リスクマネーの供給・
助言
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○ ゆうちょ銀行が目利き力のある投資家や地域金融機関と組んで、地域活性化ファンドに

投資を行うことを通じて、リスクマネーを供給し、地域経済を活性化。

【ファンドスキームのイメージ案】



２．資金運用・リスク管理の高度化

３．郵便局ネットワークを活用した優れた金融商品の販売・他の金融機関との連携
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１．主力分野の強化

・ シンプル・小口な商品を全国津々浦々の郵便局ネットワークを通じて提供

・ 高齢者に対して質の高いサービスを提供

・ 当社の強みをさらに強固にする商品・サービスの開発

・ 日本郵便と一体となり、郵便局チャネルの営業力を強化

・ 資産と負債のマッチングを推進するとともに、許容可能な範囲で資金運用リスクを取り、

運用資産の多様化を進めることにより、収益性の向上を目指す

・ 郵便局ネットワークを活用した提携戦略の推進

・ 郵便局ネットワークを通じた顧客との接点を最大限活用

・ グループ外金融機関からの商品販売受託の強化

中期経営計画等に示されている「かんぽ生命」のビジネスモデルの方向性

○ 中期経営計画等に記載されている「かんぽ生命」の様々な方策を大きく分類すると、以下

の３つの方向性となる。



１．かんぽ生命の市場シェア
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26年度保険種類別 新契約件数・金額 （単位：件、百万円）

定期 年金 終身 学資 養老

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

かんぽ 539 1,209 137,965 493,582 590,738 2,054,515 667,908 1,400,794 1,122,792 3,546,071

生保全体 2,245,58031,099,097 1,569,714 8,655,317 3,476,75815,208,373 1,014,607 2,273,175 1,347,313 4,653,117

かんぽ
シェア

0％ 0％ 9％ 6％ 17％ 14％ 66％ 62％ 83％ 76％

（出典）生命保険協会「新契約種類別統計表」及びかんぽ生命ディスクロージャー

〇 かんぽ生命は学資保険、養老保険といった貯蓄性商品のシェアが高く、民間生命保険

会社は保障性商品のシェアが高い。

【中期経営計画】

・ 当社の強みをさらに強固にする商品・サービスの開発



２．かんぽ生命及び郵便局の取り扱う保険商品
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平成27年７月末現在

組成

販売

かんぽ生命 他社

保険種類 保険種類 引受会社
取扱郵便局
（直営店）

かんぽ生命
（76店舗）

定期保険 がん保険 アフラック ―

終身保険 経営者向け
定期保険

日本生命他6社 ―

養老保険
経営者向け
定期保険

日本生命他6社 ２００局

日本郵便
（20,700局（注））

学資保険 がん保険 アフラック ２０，０７６局

変額年金保険
メットライフ生命

他1社
１，０７９局

年金保険

自動車保険
あいおいニッセイ
同和損保他４社

１，４９５局

財形保険 引受条件緩和型
医療保険

住友生命 １，０００局

○ これまで、民間保険会社との提携により、自社商品で補いきれない顧客ニーズに対応す

る商品を揃えることで、顧客の利便性の向上を図るとともに、手数料収入を確保している。

（注）平成27年３月末現在



３．日本郵政グループとアフラックの提携
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ア
フ
ラ
ッ
ク

郵便局
（20,076局）

販売局数の拡大

郵便局向け商品の

提供・販売

顧

客

指導

販売委託 販売

郵便局販売員の
教育の一部委託

販売委託 販売

直営店

かんぽ生命

郵便局販売員の
教育の一部代行

○ かんぽ生命は、郵便局支援の専門人材を全国に配置し、郵便局と密接な関係を構築して

いることから、郵便局で保険商品を供給する生命保険会社の一部から郵便局支援の事務

を受託している。

（参考）・アフラック・日本郵政業務提携公表、1,000局の郵便局で取扱い（25年７月26日）

・取扱郵便局を1,500局に拡大（25年10月１日）

・取扱郵便局を2,980局に拡大（26年３月３日）

・アフラックの郵便局向け専用がん保険の販売開始、取扱郵便局を10,022局に拡大（26年10月１日）

・取扱郵便局を20,076局に拡大（27年７月１日）

【日本郵政グループとアフラックの提携概要】



郵
便
局

か
ん
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保
険
会
社

販売委託

手数料

再保険料

保
険
の
一
部
に
つ
い
て
再
保
険

契
約
者

保険
販売

４．かんぽ生命による再保険

22

【日本郵政グループ資料】

・ かんぽ生命の郵便局チャネルでの長年の引受経験を活用し、郵便局で保険商品を供給する生命

保険会社のリスク分散ニーズに対応するため、株式上場後に再保険を導入することを検討中。


	ご説明資料
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23

